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＜ 米国経済＞ 
 

雇用統計(6/2)：雇用の伸び鈍化が鮮明に 
 

●5月の非農業雇用は前月比7.5万人増と、市場予想比大幅な下ぶれ。賃金の伸びも鈍化 

5月の非農業雇用者数は前月比7.5万人増と、市場予想の中心17万人増(ブルームバーグ･ニュース調査)を大き

く下回った上(図表1の①)、3-4月分も計3.7万人下方改訂された(②)。業種別にみても、製造業が再び大幅に減

少し、5月のＩＳＭ製造業指数の予想を上回る悪化と雇用指数の低下を追認(⑥)。建設業雇用も0.1万人増にとど

まり、住宅市場の沈静化を雇用面から裏付けていた(⑤)。民間サービス業も2ヵ月連続で7万人台の増加にとどま

ったが(⑧)、小売業が2.7万人減と2ヵ月連続の大幅減となったことは、ガソリン高の影響をうかがわせるものだ

った(⑨)。労働時間(0.1 時間減、③)、労働投入量(0.2％減、④)も弱く、業種間の雇用増の広がりを示すＤＩも

57.9 に低下(⑫)。悪天候で働けなかった者が 11.7 万人と、5月としては過去 5年平均の 5.9 万人を大幅に上回っ

ていたことや(⑰)、季節調整の行き過ぎがあったとしても、総合的に見て明らかに弱めの内容だった。 

平均時給の伸びが前月比 0.1％、前年比 3.7％に鈍化したことは(⑬)、インフレ懸念を和らげるだけではない。

労働時間の減少とガソリン高からみて、実質可処分所得が4月に続き前月比減少だった可能性も示唆している。 
 

●遅行指標の失業率低下は懸念には当たらず。先行指標は雇用の一段の減速を示唆 

一方、失業率は4.6％に低下したが(⑭)、遅行指標ゆえ懸念には及ばない。というのも、4.6％は2001年 7月以

来の低水準だが、細かく見れば(4.646％)、3 月(4.654％)と大差なく、底固めとみることもできる上、雇用の伸び

が、今後も着実に減速すると予想されるからである。変動の激しい前月比でなく、前年比の伸びで基調をみると、

非農業民間雇用は、05年2月の1.9％をピークに5月は1.6％にまで低下。そうした中、既に04年4月の9.9％を

ピークに低下基調にある先行指標の一時雇用の前年比は、4 月の下方改訂と 5 月の悪化で(⑩)、足元は 3.7％と鈍

化が一段と鮮明になった(図表 2)。失業率の直接の先行指標である失業保険新規申請件数も増加基調にあり、1 月

が当面の底となる可能性が一段と高まっている(図表3)。 

5月30日に公開された5月10日のＦＯＭＣ議事録は、当局がインフレ懸念を強めていたことを明らかにしたが、

これは1ヵ月前の話。その後の景気指標は、雇用統計も含め軒並み低調で、当時は｢不透明｣とされた減速見通しも

そうではなくなったのは明白。インフレについても、4月のコアＣＰＩは上ぶれたが、昨年10～12月期と今年1～

3 月期の単位労働コストの大幅な下方改定もあり、限界的には懸念を後退させているはず。したがって本欄は、こ

うしたファンダメンタルズに構わず自己増殖するインフレ期待が、遅行指標のインフレの上ぶれをみて更に上昇す

るのでない限り、景気減速とそのインフレへの影響を確認すべく、6月は利上げを休止すると予想している。 

06/1 2 3 4 5

①非農業雇用(前月差、万人) 15.4 20.0 17.5 12.6 7.5

②同、改訂前 15.4 20.0 20.0 13.8
3-4月改訂

▲3.7

③週平均労働時間(時間) 33.8 33.8 33.8 33.9 33.8
④労働投入量(前月比、％) 0.3 0.2 0.2 0.4 ▲ 0.2

⑤建設業雇用(前月差、万人) 4.4 3.4 0.1 1.6 0.1

⑥製造業雇用(前月差、万人) 0.5 ▲ 0.1 ▲ 0.1 1.9 ▲ 1.4

⑦同、週労働時間(時間) 40.9 41.0 41.1 41.2 41.1

⑧民間サービス雇用(前月差、万人) 13.5 13.0 14.4 7.2 7.7

　⑨うち小売業雇用(前月差、万人) 0.0 ▲ 1.1 1.7 ▲ 4.4 ▲ 2.7

　⑩うち一時雇用(前月差、万人) ▲ 2.3 ▲ 0.4 0.3 ▲ 0.5 ▲ 0.3

⑪政府雇用(前月差、万人) ▲ 3.4 3.2 2.3 0.9 0.8

⑫非農業民間雇用ＤＩ(注) 61.0 59.9 58.5 62.9 57.9

⑬時間当り平均賃金(前月比、％) 0.31 0.43 0.24 0.61 0.06

⑭失業率(％) 4.69 4.78 4.65 4.72 4.65

⑮労働力人口(前月差、万人) ▲ 3.9 33.5 20.3 15.9 18.0

⑯労働参加率(％) 66.0 66.1 66.1 66.1 66.1

⑰悪天候で働けなかった者(万人) 23.3 25.0 25.0 8.7 11.7

図表1．5月の雇用統計

(注)非農業民間278業種のうち雇用増加業種の割合が減少業種を
　　上回れば50超。(資料)米労働省｢Employment Situation｣

図表2．雇用は今後も鈍化
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図表3．失業保険申請と失業率
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